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農業用燃油の価格高騰が施設園芸における農業経営に多大な影響を与えており、現在、国の施設園芸セー

フティネット構築事業（※）により価格高騰時の補填がなされているものの、施設園芸農家の実質負担は増

加しているため、農業経営の継続に支障が生じており、営農意欲の減退にもつながることから、施設園芸農

家の負担軽減を図るため、燃油購入費の一部を支援するもの。

（※）施設園芸セーフティネット構築事業

国と生産者が１：１で積立を行い、燃油価格が発動基準価格を超えた場合に生産者に補填金が交付される制度。

補正理由：国の１次補正予算に伴い予算を補正するもの。

１ 事業概要

⑴ 補助対象者

市内に住所を有する農業を営む者であり、加温を要する農作物（いちご、花き等）

を栽培している者で施設園芸セーフティネット構築事業に加入している認定農業者、

認定新規就農者又は実質化された人・農地プランに位置づけられた中心経営体。

⑵ 補助対象経費

令和７年１月１日から令和７年12月31日までに施設園芸の加温及び炭酸ガス

発生等に供するために購入した農業用燃油（Ａ重油、灯油）。

ただし、施設園芸セーフティネット構築事業による補填が発動されている

期間に限る。

⑶ 補助額 農業用燃油 １リットルにつき14円

２ 事業内容

予算説明書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

26～27 ６
農林水産業費

１
農業費

３
農業振興費

２－１ 施設園芸等燃油価格高騰対策費
補助金

千円
１３，４４０

いちごハウス

花きハウス
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⑷ 総事業費

13,440,000円 ＝ 8,000ℓ (※1) × 120戸（※2） × 14円（※3）

(※1) 市内の令和６年度施設園芸セーフティネット構築事業加入者の平均契約量から算出

(※2) 市内の令和６年度施設園芸セーフティネット構築事業加入者数から算出

(※3) 農業用Ａ重油価格 令和3年4月 89.6円/ℓ うち農業者負担分87.2円/ℓ

令和6年9月 113.1円/ℓ うち農業者負担分101.0円/ℓ

農業者負担分の上昇分 14円/ℓ

【参考】

⑴ 農業者負担額の推移

２ 事業内容

補助額
農業者負担額の差
101.0円－87.2円＝13.8円/ﾘｯﾄﾙ

≒14.0円/ﾘｯﾄﾙ

セーフティネット
(自己積立分含む)
補填金額 4.9円

セーフティネット
(自己積立分含む)
補填金額 24.2円

農業者負担
87.2円

農業者負担
101.0円

農業用A重油価格
R3.4 89.6円

農業用A重油価格
R6.9 113.1円

84.7円

自己積立分
2.45円

国補填分
2.45円

自己積立分
12.10円

国補填分
12.10円

81.6円

発動基準価格
84.7円

発動基準価格
88.9円
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⑵ 国内における農業用Ａ重油価格と発動基準価格の推移

２ 事業内容

（単位：円／ℓ）
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⑶ 施設園芸セーフティネット構築事業の概要（出典：農林水産省HP）

２ 事業内容
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⑷ 令和６年度施設園芸セーフティネット構築事業者加入者 契約数量

⑸ 過去の事業実績

２ 事業内容

予算計上時期 補助額（円）
補助対象

期間
予算額
（千円）

決算額
（千円）

受益農家数
（戸）

令和４年度
７月補正

施設園芸用Ａ重油・灯
油の購入量１リットル
につき10円

R4.1.1～
12.31

8,973 6,894 93

令和５年度
６月補正

施設園芸用Ａ重油・灯
油の購入量１リットル
につき７円

R5.1.1～
12.31

5,929 5,201 106

令和５年度
12月補正

（令和６年度へ繰越）

施設園芸用Ａ重油・灯
油の購入量１リットル
につき12円

R6.1.1～
12.31

13,104 ―
120

（予定）

生産者（戸） 生産面積（a） 契約数量（ℓ）

120 3,030 962,280

※１戸あたり平均契約量 約8,000ℓ
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（単位：円）

⑴ 繰越理由

補助対象の期間が令和７年１月１日から令和７年12月31日までであり、補助対象者への補助金交付

が今年度内に完了しない見込みであるため。

４ 繰越明許費

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

事業名 金 額

財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

施設園芸等燃油価格
高騰対策費補助金

補 正 後
予 算 現 額

１３，４４０ １０，７５２ － － － ２，６８８

支 出 予 定 額 － － － － － －

繰 越 明 許 額 １３，４４０ １０，７５２ － － － ２，６８８

（単位：千円）

３ 財源内訳

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

１３，４４０ １０，７５２ － － － ２，６８８

（単位：千円）
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畜産用飼料の価格高騰が畜産経営に多大な影響を与えており、畜産経営の継続に支障をきたすとともに、

経営意欲の減退にもつながることから、畜産経営者の負担軽減を図るため、飼料等購入費の一部を補助する

もの。

補正理由：国の１次補正予算に伴い予算を補正するもの。

１ 事業概要

⑴ 畜産配合飼料価格高騰対策費補助金

ア 補助対象者

市内に住所を有する畜産業を営む者であり、配合飼料価格安定制度(※)に加入している認定農業者、

認定新規就農者又は実質化された人・農地プランに位置づけられた中心経営体。

（※）配合飼料価格安定制度

配合飼料価格の上昇による畜産経営者の損失を、国、配合飼料メーカー、

生産者が積み立てた基金から補填する制度

イ 補助対象経費

令和７年１月１日から令和７年12月31日までの配合飼料又は単体飼料の

購入経費（単体飼料：トウモロコシ、こうりゃん、大麦、小麦等）。

ただし、配合飼料価格安定制度による補填が発動されている期間に限る。

ウ 補助額

配合飼料及び単体飼料１トンにつき 200円（配合飼料価格安定制度の生産者積立金800円/tの1/4相当)

２ 事業内容

予算説明書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

26～27 ６
農林水産業費

１
農業費

５
畜産業費

１－１ 畜産用飼料価格高騰対策費
補助金

千円
１１，４４０

配合飼料
（トウモロコシや大豆、小麦など）
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エ 総事業費

(ア) 配合飼料 4,180,000円 ＝ 20,900ｔ（21戸分）（※1） × 200円/ｔ（※2）

(イ) 単体飼料 260,000円 ＝ 1,300ｔ（ 8戸分）（※3） × 200円/ｔ（※2）

合計 4,440,000円

(※1) 市内の配合飼料価格安定制度加入者の契約量から算出

(※2) 長崎県も同額を支援

(※3）市内の配合飼料価格安定制度加入者の単体飼料の購入実績量から算出

【参考】

（ア）国内における配合飼料価格の推移（出典：農林水産省HP）

２ 事業内容

（単位：円/トン）
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（イ）配合飼料価格安定制度の概要（出典：農林水産省HP）

（ウ）令和５年度配合飼料価格安定制度の契約実績

２ 事業内容

種類 畜種 戸数 配合飼料契約数（t）

肥育牛 8 6,045

繁殖牛 2 24

交雑牛 4 3,795

豚 養豚 4 1,289

鳥 ブロイラー 3 9,730

21 20,883

牛

合計
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（エ）過去の事業実績

⑵ 「長崎和牛・出島ばらいろ」粗飼料価格高騰対策費補助金

ア 補助対象者

JA長崎せいひ長崎地区肥育牛部会（７戸）

イ 補助対象経費

令和７年１月１日から令和７年12月31日までに購入した畜産用

粗飼料（稲わら）の購入経費

ウ 補助額

稲わら１㎏につき7円以内（令和２年と７年の平均購入単価の差額）

エ 総事業費

7,000,000円 ＝ 1,000,000㎏（※）×7円/㎏

（※）JA長崎せいひ長崎地区肥育牛部会の購入実績量から算出

２ 事業内容

予算計上時期 補助額
補助対象
期間

予算額
（千円）

決算額
（千円）

受益農家数
（戸）

令和４年度
７月補正

配合飼料及び単体飼料
１トンにつき 200円

R4.1.1～
12.31

5,020 4,044 19

令和５年度
６月補正

配合飼料及び単体飼料
１トンにつき 200円

R5.1.1～
12.31

4,480 4,238 18

令和５年度
12月補正

（令和６年度へ繰越）

配合飼料及び単体飼料
１トンにつき 200円

R6.1.1～
12.31

4,480 ―
22

（予定）

「長崎和牛・出島ばらいろ」の牛舎

粗飼料
（稲わらなど）
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【参考】

（ア）「長崎和牛・出島ばらいろ」のブランド化の状況

２ 事業内容

●令和５年度の販売額は約16.5億円で本市農産物販売金額（48.4億円）の約３割のシェア

●品質向上により、Ａ４等級以上の発生率は９割以上（H26：74.3％→R5：94.3％）で、県内で

もトップクラスの枝肉価格（R5：[出島ばらいろ]2,508円/㎏、[県平均]2,250円/㎏）

●市民認知度は９割程度まで上昇（H26：79.3％→R5：87.5％）

●飼料代の高騰や物価高騰による和牛消費低迷の影響などにより、販売頭数は減少傾向

（H26 1,411頭→R5 1,263頭）。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1,411 1,381 1,334 1,292 1,328 1,292 1,294 1,272 1,281 1,263

486.8 486.0 481.3 482.9 495.1 503.1 512.1 514.4 515.1 519.9

686.9 671.2 642.1 623.9 657.5 650.0 662.7 654.3 659.8 656.6

2,025 2,446 2,704 2,522 2,574 2,589 2,287 2,625 2,569 2,508

13.9 16.4 17.4 15.7 16.9 16.8 15.2 17.2 17.0 16.5

74.3% 81.9% 80.1% 74.2% 79.20% 85.30% 89.1% 92.3% 93.3% 94.3%

79.3% 86.8% 84.3% 87.6% 90.30% 90.90% 90.2% 88.9% 90.5% 87.5%市民認知度

販売頭数（頭）

枝肉重量（kg/頭）

販売量（トン）

※販売頭数×枝肉重量

枝肉単価（円/kg）

販売額（億円）

※販売量×枝肉単価

上物率

（４等級以上）

年度
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（イ）肥育牛の生産コストの内訳（出典：農林水産省HP）

（ウ）稲わら価格の推移

２ 事業内容

●肥育牛生産コスト（１頭あたり）のうち飼料費の

割合は約３割で大きな割合を占めている。

●飼料費のうち配合飼料が約８割、粗飼料が約２割。

●配合飼料については、価格安定制度があるが、

粗飼料については同様の制度がない。

●もと畜費（子牛の導入経費）については、県の農業

近代化資金や市の農業振興資金預託金により支援。

36
37

38

41

43

32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44

部会平均購入費用（円/㎏）

R2 R3 R4 R5 R6
出典：JA長崎せいひ稲わら出荷実績

差額
R6年－R2年＝７円/㎏

●物価高騰や2024年問題による輸送費の増

などの影響により、稲わらの価格はこの５

年間で約７円/㎏増加。

●「出島ばらいろ」生産者1人あたりの稲わら

の使用量は年間約150ｔ。

●異常気象等の影響もあり、今後も更なる価

格上昇が見込まれている。
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（単位：円）

⑴ 繰越理由

補助対象の期間が令和７年１月１日から令和７年12月31日までであり、補助対象者への補助金交付

が今年度内に完了しない見込みであるため。

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

事業名 金 額

財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

畜産用飼料価格高騰
対策費補助金

補 正 後
予 算 現 額

１１，４４０ ９，１５２ － － － ２，２８８

支 出 予 定 額 － － － － － －

繰 越 明 許 額 １１，４４０ ９，１５２ － － － ２，２８８

４ 繰越明許費

３ 財源内訳

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

（単位：千円）

事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

１１，４４０ ９，１５２ － － － ２，２８８

（単位：千円）
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予算説明書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

28～29 ６
農林水産業費

３
水産業費

２
水産業振興費

1 - 1 漁業用燃油価格高騰対策費
補助金

千円
８１，８７６

市内における漁業を取り巻く環境としては、物価高騰及び漁業用燃油（Ａ重油、ガソリン、軽油）価格の高騰が続き、漁業
者の経営に多大な影響を与えている。
現在、燃油高騰対策として、国の漁業経営セーフティーネット構築事業（※）により一定の補填がなされているものの、漁業

者の実質負担は増加しており、出漁意欲の減退や漁業活動の継続に支障をきたすおそれがある。そのことから漁業活動の継続
と経営の安定を図るため、燃油購入費の一部を支援するもの。

※漁業経営セーフティーネット構築事業（国）
燃油価格の上昇に備えて漁業者と国が資金を積立てているもので、原油価格が一定の基準を超えて上昇した場合に補填金

が支払われる制度。上昇に応じて国の負担割合を段階的に高めて補填がなされる。

補正理由：国の１次補正予算に伴い予算を補正するもの。

（１）補助対象者

ア 沿海漁業協同組合に所属する組合員
イ 大中型まき網漁業又は以西底びき網漁業を営む漁業法人

ただし、漁業経営セーフティーネット構築事業（燃油）に加入している者に限る。
また、イの漁業法人は市内に本店を有し、市内に水揚げを行う者で、長崎県旋網漁業協同組合又は長崎県以西底曳網

漁業協会に所属する者に限る。

（２）補助対象期間

令和７年１月１日から令和７年１２月３１日
ただし、漁業経営セーフティーネット構築事業による補填が発動されている期間に限る。

（３）補助金額

漁業用燃油（Ａ重油、ガソリン、軽油）の購入量１リットルにつき１７円
ただし、１事業者の上限を５００万円とする。

１ 事業概要

２ 事業内容
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（４）総事業費

※沖合漁業：大中型まき網漁業又は以西底びき網漁業を営む漁業法人

【参考】

(１)長崎県漁連によるＡ重油価格の推移（出典：長崎県漁連提供資料を基に長崎市で作成）

上限の有無 事業者数 年間購入量 事業費

沿岸漁業
上限を超えない １８１ １，８７５㎘ １７円/ℓ×１，８７５，０５０ℓ＝ ３１，８７６千円

上限を超える ３ １，９４３㎘ ５，０００千円×３者＝ １５，０００千円

沖合漁業 上限を超える ７ ３１，９８５㎘ ５，０００千円×７者＝ ３５，０００千円

計 １９１ ３５，８０３㎘ ８１，８７６千円

２ 事業内容
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（２）漁業用燃油の補助額

※県補助金：漁業経営セーフティーネット活用促進事業費
漁業経営セーフティーネット制度への加入・継続に
必要な経費を支援 補助率 3分の1

２ 事業内容
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（３）過去の事業実績

※1事業者あたり補助上限額：５００万円

２ 事業内容

予算計上時期 補助額（円）※
補助対象
期間

予算額
（千円）

決算額
（千円）

受益事業者数

令和４年度
７月補正

漁業用燃油（Ａ重油、ガソリ
ン、軽油）の購入量１リット
ルにつき10円

R4.1.1～
12.31

63,200 54,466 170

令和５年度
６月補正

漁業用燃油（Ａ重油、ガソリ
ン、軽油）の購入量１リット
ルにつき７円

R5.1.1～
12.31

60,685 53,606 156

令和５年度
12月補正

（令和６年度へ繰越）

漁業用燃油（Ａ重油、ガソリ
ン、軽油）の購入量１リット
ルにつき９円

R6.1.1～
12.31

66,595
(41,522)
(前期分)

（149）
（前期分）
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（４）国の取組み

漁業経営セーフティーネット構築事業（出典：水産庁ＨＰ）

当該四半期の平均原油価格が、補填基準価格（７中５平均原油価格：直前７年間（84ヶ月分）の各月の平均原油

価格のうち、高値12ヶ月分と安値12ケ月分を除いた５年間（60ヶ月）分の平均価格の平均）を超えた場合に、補填

基準価格を超えた分を補填（漁業者：国＝１：１～３）

（５）県の取組み

漁業用燃油価格の上昇に備えて漁業者と国が積立てる資金のうち、漁業者が負担する積立金の３分の１を県が支援する

制度を実施。
積立金

漁業者負担分（うち１/３を県が負担）

※補填基準価格からの超
過割合に応じ、国の負担
割合が増加

国 １～３積立て ２／３ 県 １／３
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（単位：千円）

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

８１，８７６ ６５，５００ － － － １６，３７６

（単位：千円）

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

（１）繰越理由

補助対象期間が令和７年１月１日から令和７年１２月３１日であり、補助対象者への補助金交付が今年度内に完了
しない見込みであるため。

３ 財源内訳

４ 繰越明許費

事業名 金 額
財源内訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

漁業用燃油価格高騰
対策費補助金

補 正 後
予 算 現 額

８１，８７６ ６５，５００ － － － １６，３７６

支出予定額 － － － － － －

繰越明許額 ８１，８７６ ６５，５００ － － － １６，３７６
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予算説明書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

28～29 ６
農林水産業費

３
水産業費

２
水産業振興費

１－２ 養殖用配合飼料価格高騰
対策費補助金

千円
２２，８８０

市内養殖業においては、原油価格、物価高騰の影響を受け経営が厳しい状況が続いており、特に養殖用の配合飼料について

は、魚粉の輸入価格高騰により価格の値上がりが続き、さらに経営が厳しい状況となっている。

現在、配合飼料の価格高騰対策として、国の漁業経営セーフティーネット構築事業（※）により価格補填がなされているもの

の、今後も高止まりが続けば事業の継続に多大なる影響が生じ、安価な飼料を使用することで価格高騰の対応を行えば、品質

の低下を招く恐れもあることから、市内養殖業者の事業継続と経営安定化並びに品質の維持を図るため、配合飼料の購入費の

一部を支援するもの。

※漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

配合飼料の価格上昇に備えて漁業者と国が資金を積立てているもので、配合飼料の価格が一定基準を超えて上昇した場合

に補填金が支払われる制度。

補正理由：国の１次補正予算に伴い予算を補正するもの。

（１）補助対象者 市内漁協に所属する養殖漁業者（９事業者）

ただし、漁業経営セーフティーネット構築事業（配合飼料）に加入している者に限る。

（２）補助対象期間 令和７年１月１日から令和７年１２月３１日

ただし、漁業経営セーフティーネット構築事業による補填が発動されている期間に限る。

（３）補助金額 配合飼料の購入量１kgにつき１６円

ただし、1事業者の上限を３００万円とする。

１ 事業概要

２ 事業内容
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（４）総事業費

【参考】

（１） 養殖用配合飼料価格の推移（一般社団法人漁業経営安定化推進協会の数値を元に長崎市で作成）

上限の有無 事業者数 年間購入量 事業費

上限を超えない ５ ６８０ﾄﾝ １６円/kg×６８０，０００kg＝ １０，８８０千円

上限を超える ４ ４，４００ﾄﾝ ３，０００千円×４者＝ １２，０００千円

計 ９ ５，０８０ﾄﾝ ２２，８８０千円

２ 事業内容
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（２）配合飼料の補助額

※県補助金：養殖用配合飼料高騰対策事業費

漁業経営セーフティーネット制度への加入・

継続に必要な経費を支援 補助率３分の１
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（３）過去の補助実績

※1事業者あたり補助上限額：３００万円

予算計上時期 補助額（円）※
補助対象
期間

予算額
（千円）

決算額
（千円）

受益
事業者数

令和５年度
６月補正

配合飼料の購入量
１kgにつき７円

R5.1.1～
12.31

16,161 10,927 ９

令和５年度
12月補正

（令和６年度へ繰越）

配合飼料の購入量
１kgにつき12円

R6.1.1～
12.31

18,240
(8,933)
(前期分)

９
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（４）国の取組み

漁業経営セーフティーネット構築事業（出典：水産庁ＨＰ）

当該四半期の平均配合飼料価格が、補填基準価格（７中５平均配合飼料価格：直前７年間（84ヶ月分）の各月の平均

配合飼料価格のうち、高値12ヶ月分と安値12ケ月分を除いた５年間（60ヶ月）分の平均価格の平均）を超えた場合に、

補填基準価格を超えた分を補填（養殖業者：国＝１：１）

（５）県の取組み

配合飼料価格の上昇に備えて漁業者と国が積立てる資金のうち、漁業者が負担する積立金の３分の１を県が支援する制

度を実施。
積立金

漁業者負担分（うち１/３を県が負担）

補填基準価格
（７中５平均価格）

国 １積立て ２／３ 県 １／３
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（単位：千円）

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

（単位：千円）

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（充当率 8/10）

（１）繰越理由

補助対象期間が令和７年１月１日から令和７年１２月３１日であり、補助対象者への補助金交付が今年度内に完了
しない見込みであるため。

事業名 金 額
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

養殖用配合飼料
価格高騰対策費
補助金

補 正 後
予 算 現 額

２２，８８０ １８，３０４ － － － ４，５７６

支出予定額 － － － － － －

繰越明許額 ２２，８８０ １８，３０４ － － － ４，５７６

事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金※ 県支出金 地方債 その他 一般財源

２２，８８０ １８，３０４ － － － ４，５７６

３ 財源内訳

４ 繰越明許費
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長崎漁港（三重地区）等において、長崎県が実施する安全・安心な水産物の品質確保や衛生管
理対策の高度化、流通機能の強化に資する岸壁等の整備に対して、地元負担金を支出するもの。
なお、今回の補正は、国の１次補正に伴い、令和７年度に予定していた事業の一部を前倒しし

て実施するため予算を増額するもの。

１ 事業概要

（1） 事業期間 令和6年度～令和15年度

（2） 主な事業 沖防波堤（改良） L= 70ｍ

南防波堤（改良） L= 870ｍ

－6ｍ岸壁(A)（改良） L= 520ｍ

No.5浮桟橋（改良） N= 1基

臨港道路畝刈琴海線（改良） L= 2,180ｍ

臨港道路畝刈時津線（改良） N= 1橋

配送用作業施設 N= 1式 ほか

（3）事業主体 長崎県

２ 長崎漁港（三重地区）全体計画

予算説明書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

28～29 ６
農林水産業費

３
水産業費

６
県施行事業費
負 担 金

１－１ 水産業費負担金 漁港事業費
千円

２４，７０８
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３ 事業内容
（単位：千円）

事業名 事業費
負担割合

市負担金 事業概要
国 県 市

水産流通基盤整備事業 ３３５，５００ ２３，３３３ （長崎漁港）

外郭施設 ２３５，５００ 2/3
28.734
％

4.6％ １０，８３３ 沖防波堤（改良）

輸送施設 １００，０００ 50.0％ 37.5％ 12.5％ １２，５００ 畝刈琴海線（改良）

水産業競争力強化
漁港機能増進事業

１１，０００ 50.0％ 37.5％ 12.5％ １，３７５
（野母漁港）
防護柵（改良）

合計 ３４６，５００ ２４，７０８

※１ 公共事業等債 充当率 90％（交付税措置率 22.2％） １１４，１００千円
補正予算債 充当率 100％（交付税措置率 50％） ４６，６００千円
緊急自然災害防止対策事業債 充当率 100％（交付税措置率 70％） １０，５００千円
一般単独事業債 充当率 75％（交付税措置率－％） ７００千円

計 １７１，９００千円
※２ 補正予算債 充当率100％（交付税措置率 50％）

区分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額
千円

１８５，０９２
千円
－

千円
－

※1 千円
１７１，９００

千円
－

千円
１３，１９２

補正額
千円

２４，７０８
千円
－

千円
－

※2 千円
２４，７００

千円
－

千円
８

補正後の額
千円

２０９，８００
千円
－

千円
－

千円
１９６，６００

千円
－

千円
１３，２００

４ 財源内訳
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５ 繰越明許費

※１ 補正予算債 充当率１００％（交付税措置率 ５０％）

（１）繰越事由

国の１次補正予算に伴う県施行事業が年度内に完了しない見込みであるため。

（２）事業完了予定

令和８年３月

事 業 名 金 額
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

水産業費負担金

漁港事業費

補正後予算現額
千円

２０９，８００
千円
－

千円
－

千円
１９６，６００

千円
－

千円
１３，２００

支出予定額 １８５，０９２ － － １７１，９００ － １３，１９２

繰越明許額 ２４，７０８ － －
※1

２４，７００ － ８
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水産業費負担金
漁港事業費

野母漁港

臨港道路
畝刈琴海線

長崎漁港
（三重地区）

６ 位置図
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25.1
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47.6

38.7
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24.9
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70.8

30.6
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4.8
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5.9

2.5

33.2
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31.2

30.5

31.6

29.9

8.4

32.2

32.4

24.2

1.9

19.4

8.8

3.9

46.9

0.5

30.1

73.2

29.6

33.7

58.3

37.7

30.9

60.3

42.1

36.2

39.4

36.5

31.3

29.9

30.6

25.1

28.5

道
路

(S)

L=737m

7.8

31.0

38.2

20.8

23.9

48.9

8.7

33.6

14.6

12.1

59.9

40.6

72.7

46.7

33.6

24.9

40.2

70.8

30.6

74.9

90.9

39.9

40.8

45.8

39.0

40.3

48.4

81.3

55.6

109.1

125.8

81.7

73.1

60.9

95.9

9.2

38.3

2.4

57.6

48.7
4.2

23.7

5.1

68.1

81.3

81.8

51.1
58.3

34.7

29.9

94.6

30.9

85.3

48.4

32.3

7.5

8.7

14.0

8.4

108.5

2.8

44.1

78.5

57.3

58.1

47.0

65.9

70.0
89.5

35.3

39.3

1.9

53.6

63.2

66.1

63.8

47.9

38.0

14.5

3.9

4.0

4.4

加

3.5

4.2

2.7

2.7

2.7

3.6

3.9
3.9

3.6

3.9

3.4

2.7

3.0

3.2

3.1

3.6

4.5

3.4

3.4
4.6

加

荷

駐

駐

荷

加

【中央突堤】

三重中

国
道
202号

京泊公園

畝刈小

沖防波堤(改良)

耐浪化

７-１ 平面図
長崎漁港（三重地区）計画平面図

水産流通基盤整備事業

現況（沖防波堤）

沖防波堤

凡   例

令和５年度迄実施済箇所

令和６年度実施箇所

令和６年度補正箇所

令和７年度以降
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平尾橋

県営三重住宅

多以良町

谷口川砂防ダム

谷口川

西海町

至　国道206号

西海町畝刈町
新畝刈トンネル

畝刈トンネル

７-２ 平面図
長崎漁港(臨港道路畝刈琴海線)計画平面図

水産流通基盤整備事業
臨港道路畝刈琴海線（改良） Ｌ＝２，１８０ｍ（総延長Ｌ＝３，２９０ｍ）

道路拡幅

凡   例

令和５年度迄実施済箇所

令和６年度実施箇所

令和６年度補正箇所

令和７年度以降

西海町⇒畝刈町
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長崎圏域 計画平面図

水産業競争力強化漁港機能増進事業

野母漁港
防護柵 L=108m

７-３ 平面図

凡   例

令和６年度補正箇所

現況（防護柵）
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